
標準旅行業約款改正手続について 

 

 

１． 令和２年４月１日までに文言の修正、改正後の標準旅行業約款を入手するなど、 

改正後の標準旅行業約款へ変更を行ってください。 

 

２． 変更後の標準旅行業約款は、令和２年４月１日より各営業所における掲示等を 

行ってください。 

 

※なお、ホームページ等を設置している場合は、ホームページ等に掲載している 

旅行業約款も併せて変更を行うこと。 

旅行業務に関するホームページを設置している場合は、ホームページにおいても、 

旅行業登録票（登録票記載の項目）、料金表、約款の掲載が必要です。 

 

３． 標準旅行業約款の変更を行った旨を、別紙「旅行業約款変更届出書」により 

大阪府へ届出を行ってください。 

（１）届出期間 

 令和２年４月１日（水）～令和２年４月３０日（木）【期間厳守】 

※届出がない場合、別途立入検査を行い、変更の確認を行う場合があります。 

 

（２）届出方法 

 下記まで郵送もしくは窓口にて提出をしてください。 

 

    〒559-8555 大阪市住之江区南港北１－１４－１６－３７Ｆ 

       大阪府府民文化部都市魅力創造局企画・観光課 旅行業担当あて  

 

 

４． 旅行業法第１２条の２に基づく旅行業約款の認可を行っている旅行業者においても、

今般の変更にかかる部分について変更の上、別記様式「旅行業約款変更届出書」を 

上記３の（１）（２）の方法により提出すること。（変更認可は不要です） 



令和２年４月  日 

 

大阪府知事 様 

 

 

           （旅行業者） 

     住 所 

 

            氏名又は名称                印 

 

            登 録 番 号  大阪府知事登録旅行業 第  －    号   

 

 

 

旅行業約款変更届出書 

 

 旅行業約款を令和２年４月１日消費者庁・観光庁告示第１号による改正後の標準

旅行業約款と同一のものに変更したのでこの旨、お届けします。 

 

 

  

 

 

 

＜郵送により届出してください＞ 

届出期間：令和２年４月１日（水）～令和２年４月３０日（木）【期間厳守】 

送 付 先：〒559-8555 大阪市住之江区南港北１－１４－１６－３７Ｆ 

      大阪府府民文化部都市魅力創造局企画・観光課 旅行業担当あて 

 



 

 

観 観 産 第 １１１４号 

令 和 ２ 年 ３ 月 ３ 日 

 

各都道府県旅行業担当課長 殿 

 

 

                                   観光庁参事官（旅行振興） 

 

 

標準旅行業約款の一部改正について（事前周知） 

 

今般、旅行業法（昭和２７年法律第２３９号。以下「法」という。）第１２条の３に基づく

標準旅行業約款について、従来の標準旅行業約款（平成１６年国土交通省告示第１

５９３号）の一部の改正を行います。 

 つきましては、新たな標準旅行業約款に係る下記事項をご了知いただき、旅行業協

会非加入の登録旅行業者に対し、下記事項を周知徹底するとともに、その旅行業者

代理業者に対しても周知徹底するよう取り計らい願います。 

 

記 

 

１．標準旅行業約款と同一の旅行業約款への変更 

旅行業者は、旅行業約款を、法第１２条の２の認可を受けようとする場合（既に認

可を受けている場合を含む。）を除き、改正後の標準旅行業約款（以下「改正旅行

業約款」という。）と同一のものに変更すること。 

なお、法第１２条の２の認可を受けた旅行業約款を使用している旅行業者にあっ

ては、認可を受けた規定以外の規定については、今般の改正旅行業約款の規定を

反映させること。 

 

２．新旅行業約款の設定及び掲示 

旅行業者は、旅行業約款を改正標準旅行業約款と同一の旅行業約款（以下「新

旅行業約款」という。）に変更する場合には、令和２年３月３１日までに行い、令和２

年４月１日から、法第１２条の２第３項に基づいて、営業所における掲示等を行うこ

と。 

 

３．新旅行業約款の適用 

新旅行業約款は、令和２年４月１日以降に締結される旅行契約について適用す

ること。 



 

  従って、令和２年３月３１日までに締結される旅行契約については、令和２年３月３

１日以降を旅行の出発日とする場合であっても、従前の旅行業約款を適用するこ

と。 

 

  



 

令 和 ２年 ３月 

観 光 庁 

消 費 者 庁 

 

標準旅行業約款の一部を改正する告示について 

 

1．背景 

民法（明治 29 年法律第 89 号）第 97 条第１項において、意思表示は相手方に到

達した時に効力を生ずる（到達主義）こととされているところ、その例外として、隔地

者間の契約に関しては、同法第 526 条第１項において、承諾通知を発信したときに

契約が成立する（発信主義）こととされているが、民法の一部を改正する法律（平

成 29 年法律第 44 号）の施行（令和２年４月１日）により、隔地者間の契約について

も、承諾の意思表示が相手方に到達した時に効力が発生することとなる。 

これに伴い、標準旅行業約款に定める通信契約の成立時期についても、発信主

義から到達主義に改める必要がある。 

また近年、インターネットを使用した旅行の申込みが増加しているため、標準旅

行業約款について、所要の改正を行うこととする。 

 

2．概要 

 今般改正を行う事項は次のとおり。 

（１）通信契約の成立時期の見直し 

標準旅行業約款に規定する通信契約については、現在、契約の締結を承諾す

る旨を旅行業者が電子承諾通知により通知する場合は、当該通知が旅行者に到

達した時に成立する（到達主義）とし、それ以外の通知による場合は、当該通知を

旅行業者が発した時に成立する（発信主義）としているところ、通知の種類を問わ

ず、旅行業者による契約の締結を承諾する旨の通知が、旅行者に到達した時に成

立することとする。 

なお、対面契約や支払いが現金によりなされる契約等、通信契約に該当しない

契約については、従前どおり、申込金を受理した時に成立する。 

 

 （２）契約申込みに使用される通信手段の明確化 

契約申込みに使用される通信手段について、「電話、郵便、ファクシミリその他の

通信手段」としているところ、オンライン旅行取引が増加していることを鑑み、通信

手段として「インターネット」を明記する。 

 

３．スケジュール 

公布：令和２年３月２日 

施行：令和２年４月１日 








